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特別⽀援教育の実践に係る共同研究
（(株) LITALICO）

ICTソフトを活⽤したR-PDCAモデル
（(株) ベネッセ）

学級⾵⼟の⾮認知能⼒への影響の研究
（筑波⼤学）

⾮認知能⼒と学⼒、SES等との関係
（慶應義塾⼤学等）

⼾⽥市におけるEBPM (Evidence‐based Policy Making) の推進

質的研究
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⼾⽥市のEBPM取組マップ
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PDCAサイクルの確⽴

⼾⽥市におけるEBPMの考え⽅

① PDCAサイクルの確⽴

② 授業改善に係る知⾒の⼀般化・規準化

③ 教育改⾰の新たな視点の発⾒

３つの⽬的別アプローチ

⽬的…「経験と勘と気合い」(3K)による教育実践や施策⽴案から脱却し、
エビデンスに基づく効果的・効率的な教育改⾰を推進すること

(1)実態把握︓調査結果等のデータを活⽤することで課題や実態を
把握・分析し、PDCAサイクルにつなげる（→①）

(2)理論的⼀般化︓実際の教育実践の事例を研究することで、優れ
た指導法等に関する知⾒の積み上げ（→②）や教育改⾰への新
たな視点の発⾒（→③）につなげる

※横軸に研究の⽬的に関するアプローチ（実態把握と理論的⼀般化）、縦軸に⼿法に関するアプローチ
（質的研究と量的研究）をとり、現⾏の取組を配置

質的研究

量的研究 統計データの分析による相関関係
の発⾒等の統計的・実証的な研究

実践事例やアンケート、インタ
ビューの分析等の定性的な研究

全体⽅針
…量的研究と質的研
究の双⽅を重視し、
⽬的に合わせ相互補
完的に活⽤する

相互補完

※「量的研究」と「質的研究」は⼾⽥市における造語で、実証研究と⾮実証研究にほぼ該当するイメージである。

教育委員会、学校、教師の３者それぞれについて、各種調査等に基づく
フィードバックを⾏い、取組の成果や現状の⽴ち位置を把握することに
よって、課題発⾒と取組の改善につなげるPCDAサイクルを構築する。

授業改善等のための重要なポイントを⼀般化・規準化する。（⾔い換え
れば、ベテラン教師の経験や優れた勘、匠の技（指導技術）などを可視
化・⾔語化・定理化する。）これによる規準を教員の⽇常的な授業改善の
参考にしたり、授業の⾃⼰・他者評価のツールとして活⽤したりすること
で、知⾒を⾒える化し、学校や世代を超えて積み上げる。

教育委員会レベル 各施策について成果指標を定め、市全体に関する
データをもとに、教育施策の改善に役⽴てる。

学校レベル 各種調査の学校ごとのデータを学校にフィードバッ
クし、学級経営や学校運営、学⼒向上策に役⽴てる。

教師レベル 埼⽟県学⼒調査等によるクラス全体の伸びを教師に
フィードバックし、⽇々の授業改善に役⽴てる。

⾮認知能⼒の学⼒への影響、アクティブ・ラーニングの有⽤性、リー
ディング・スキルへの課題発⾒など、様々な共同研究の成果やそのプロセ
スにおいて発⾒された、今後の教育改⾰に対する新たな気づきをさらに掘
り下げて、新たな研究材料とする。
（取組例）
○リーディング・スキルの視点からの授業改善…国⽴情報学研究所等のリーディン

グ・スキル・テストによる⼦供の読解⼒への課題発⾒を契機に、当該テストの視
点を取り⼊れた授業改善の⼿法を各学校での実践に基づき研究。

○特別⽀援の視点からの授業改善…企業と連携し、ユニバーサルデザインに基づく
学級経営とその成果検証を⾏うことによって今後の全体の授業改善に役⽴てる。

（取組例）
○「指導⽤ルーブリック」…アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善のため、
６つの授業に対する延べ100⼈以上による評価表をベースに重点事項をまとめた指
導⽤ルーブリックを本市独⾃に作成。これを研究授業や校内研修において活⽤。
○グッドプラクティスの共有…県の学⼒調査のデータから、特に学⼒を伸ばしてい
る教師を複数選出し、授業での⼼がけ等について聞き取り、ポイントを整理・共有。

理解度、信頼度を定量化するなど、「教室を
科学する」ための様々なトライアル
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「教育政策シンクタンク」構想

体 制

設置趣旨

⼾⽥市の教育⾏政におけるEBPM（Evidence-based Policy Making）の推進の核とするため、これを専⾨的に担う⼈材から成る
「教育政策シンクタンク」を⽴ち上げ、より効果的・効率的な教育政策の企画⽴案を⾏うとともに、市⺠への説明責任を果たす。

主導性

機動性

実効性

教育政策全体のEBPMに関する構想の企画と実⾏を主導することができる。また、個々の研究者等
との共同研究においても、本市にとってより効果的な形での連携を⾏うことができる。教育委員会

内部における
基本的な
調査分析機能

外部研究者等との共同研究は⼀⼤プロジェクトとして⾏われることが多いが、⾃前の調査研究では、
⼩さな規模のものも含め、より⽇常的に、機動的に⾏うことができる。

本市における教育課題や個々の教育施策に直接結びつけた形での調査分析を⾏えるため、分析結果
によるエビデンスをより実効的に教育施策に活かすことができる。

EBPM
推進担当
チーム

（教育⾏政プロ
採⽤職員 等）
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☞ 体制の３つのポイント
○教育委員会内部のEBPM推進担当チーム

EBPMは担当チームが専属的に⾏うものではなく、教育委
員会が所管するすべての学校教育施策の基本的な考え⽅とし
て浸透し、教育委員会及び学校の職員全員によって実⾏され
るものであり、EBPM担当チームがその推進役及びとりまと
め役としての⽴場を担う。EBPM担当チームは、事務職（教
育枠）を含める教育改⾰の政策担当の職員が兼務する。

○外部アドバイザーとの連携
産官学からEBPMの政策⽴案に優れた外部有識者を委嘱し、

⽇常的なアドバイザーとして教育政策シンクタンクのメン
バーとなっていただく。また、必要に応じて外部有識者によ
るアドバイザリーボードを設置する。

○産官学の外部機関等との連携
専⾨性の⾼い研究や規模の⼤きな研究等については、外部

の知のリソースを積極的に活⽤し、産官学の外部機関との連
携を⾏う。その際には、調査分析のデザインの調整について
主体性を持って調整する。

⼾⽥市
教育委員会

⽂科省
国 研

取組例
・教育活動の多様な成果を多⾓的に分析するとともに、数値化できるデータ・調査結果のみならず、数値化が難しいものも含め、

現場感覚をもって的確に状況を把握する。
・データの標準化や⼀元化（ワンソース・ワンマスタ）と⼆次利⽤促進（オープンデータ化）
・データの集約・提供体制等に関する改⾰の推進

etc.
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ロイヤー 個⼈情報保護
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社会学




